
【測定指標】

目標年度 30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

- - 測定中 測定中

- - 60 60 60 60 60

- - 144 測定中

- - - - - 179

- - 15 38

企業活動基本調査の調査対象となる地域未来牽引企業及び地域未来投資促進法
の承認地域経済牽引事業者からなる企業群の、常時従業者一人当たり付加価値額
変化率年2％以上（2020～2024年度幾何平均）

令和11年度

＜測定指標の選定理由＞
地域においては社会課題が多様化・複雑化。地域が持続的に発展していくた
めには、ビジネスの視点を持ちながら中小企業等がこれら社会課題の解決に
取り組み、地域に定着させていくことが重要であるため。

＜目標値（水準・目標年度）の設定の根拠＞
「地域・企業共生型ビジネス導入・創業促進事業」によって創出されるプロジェ
クト件数（年間）＝20件程度。そのうち、60％が地域に定着すると試算し、1プ
ロジェクトが５市町村以上に横展開されると試算。
（20プロジェクト×60％×5自治体＝60地域／年）

2%
令和2年度
～令和6年

度

＜測定指標の選定理由＞
地域経済の活性化のためには、地域経済の中心的担い手となる地域未来牽
引企業等が高い付加価値を創出する事業に取り組み、労働生産性の向上を
図ることで、持続的に成長していくことが必要であるため。

＜目標値（水準・目標年度）の設定の根拠＞
第2期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（2020改訂版）（令和2年12月21日閣議
決定）において、「企業活動基本調査の調査対象となる地域未来牽引企業及
び地域未来投資促進法の承認地域経済牽引事業者からなる企業群の、常時
従業者一人当たり付加価値額変化率年2％以上（2020～2024年度幾何平
均）」が重要業績評価指標とされていることを踏まえて設定。

-
令和2年度
～令和6年

度

300自治体
（市町村）

令和7年度

1

2

地域の持続的な発展に向け
た、社会課題解決のための中
小企業等の取組が定着した地
域の数

サプライチェーン強靭化を目的
とした生産拠点等の整備件数

-
令和2年度
～令和6年

度
3

＜測定指標の選定理由＞
新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、我が国サプライチェーンの脆弱性
が顕在化したことから、国内における生産拠点整備を支援し、サプライチェー
ンの強靭化を図る必要性があるため。

＜目標値（水準・目標年度）の設定の根拠＞
「サプライチェーン対策のための国内投資促進事業」によって支援される、サ
プライチェーン強靭化を目的とした生産拠点等整備の想定件数を目標値とし
て設定。

355件

令和4年度実施施策に係る政策評価の事前分析表
（経済産業省4-5-4）

担当部局・課室名 政策評価実施予定時期 令和5年8月5-4　地域産業 地域経済産業グループ 地域経済産業政策課

５　中小企業・地域経済
政策体系上の

位置付け

施策名

施策の概要 地域経済産業の活性化

達成すべき目標

目標値

目標設定の
考え方・根拠

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

基準年度

施策の予算額（執行額）
（百万円）

年度ごとの実績値

地域未来牽引企業等からなる
企業群の常時従業者一人当た
り付加価値額変化率

令和2年度

基準値

年度ごとの目標値

「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」（2020改訂版）（令和2年12月21日閣議決定）、「東
日本大震災からの復興の基本方針」（平成23年7月29日東日本大震災復興対策本部決
定）における地域経済産業に関連する部分等を踏まえて設定。

3,201

令和4年度

地域経済の中心的担い手となる地域未来牽引企業等の成長に向けたデジタル化・DXの支援、地域
の社会課題の解決に向けた支援、周辺地域の経済活力を向上させるための中心市街地活性化支
援、被災地復興を含む地域の産業基盤の整備等を通じ、地域経済の活性化を目指す。

「デジタル田園都市国家構想基本方針」（令和4年6月7日閣議決定）、「第２期まち・ひと・しご
と創生総合戦略」（2020改訂版）（令和2年12月21日閣議決定）、「東日本大震災からの復興の
基本方針」（平成23年7月29日東日本大震災復興対策本部決定）等

令和3年度
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）3,843

(3,448)
522,546

(521,971)

測定指標（定量的）

-
令和2年度
～令和6年

度



年度 30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

- 44 - - - - -

44 44 47 47

- - - - - - -

4,620 4,975 5,144 5,309

【達成手段一覧】

令和4年度

1 工業用水道事業費 ※１ ※１ - - 0164

2
地域未来DX投資促進事業
（旧：地域未来デジタル・人材
投資促進事業）

※１ ※１ 1 - 0166

3
地域未来DX投資促進事業
（旧：地域未来デジタル・人材
投資促進事業）

※１ ※１ 1 - 0166

4
地域デジタル人材育成・確保
推進事業

※１ ※１ 1 - 新22-0009

5
地域・企業共生型ビジネス導
入・創業促進事業

※１ ※１ 2 - 0136

6
自立・帰還支援雇用創出企業
立地補助金

※２ ※２ - - 0105

※１ ※１ ※１

-

- -1

基準値

工業用水道施設の基幹管路
の耐震化適合率

測定指標

2

東日本大震災による津波浸水
地域及び原子力災害により甚
大な被害を受けた地域におけ
る新規地元雇用者数（累計）

-

基準年度

【参考指標】

開始
年度

令和4年度
行政事業
レビュー
事業番号

再掲

年度ごとの目標値

年度ごとの実績値

令和7年度

東日本大震災による津波浸水地域及び原子力災害により甚大な被害を受け
た地域を対象に、企業立地補助制度による雇用創出や商業回復を通じて地
域経済の活性化を図り、産業復興を加速するため、雇用の創出人数を指標と
した。

60% 令和7年度
地域の産業基盤として重要な工業用水の安定供給を確保するため、工業用
水道施設の基幹管路の耐震化適合率を指標とした。

6000人

見込み 参考指標の選定理由及び見込み値の設定の根拠

達成手段の概要等
関連する

指標
達成手段

※１

予算額計（執行額）
（百万円）

令和2年度 令和3年度

※１※１

※１ ※１ ※１

※１ ※１ ※１

※１ ※１ ※１

※２ ※２ ※２

【達成手段一覧】に係る各種予算事業の「予算額計（執行額）」、「開始年度」、「達成手段の概要等」については、下記URL先の行政事業レビューシートを参照。

※１：経産省令和４年度行政事業レビュー

○令和３年度以前開始事業（https://www.meti.go.jp/information_2/publicoffer/review2022/html/1‐5saisyu.html）
○令和４年度開始事業（https://www.meti.go.jp/information_2/publicoffer/review2022/html/2‐5saisyu.html）
※２：経産省令和４年度基金シート(https://www.meti.go.jp/information_2/publicoffer/2022fykikin.html)


